
平成24年10月1日号 8

国保加入世帯
13,126世帯
被保険者数
24,020人

（平成24年9月1日現在）
お問い合わせ先
保　険　課
☎㉕1116

平成24年度　国保当初予算額

９３億５,８３８万円
（前年比８・７％増）

保険給付費
6,235,964
66.6％

後期高齢
者支援金
1,192,935
12.8％

介護納付金
523,483
5.6％

共同事業
拠出金
1,214,997
13.0％

総務費
116,610
1.2％

保険事業他
74,388
0.8％

歳出
（千円）

国庫支出金
2,251,118
24.1％

保険税
1,951,708
20.9％

県支出金
555,182
5.9％

市繰入金
861,065
9.2％

前期高齢
者交付金
1,849,866
19.8％

共同事業
交付金
1,285,701
13.7％

療養給付費等
交付金
566,899
6.1％

繰越金他
36,838
0.3％

歳入
（千円）

　

歳
入
歳
出
と
も
に
前
年
度
よ
り

約
７
億
５
千
万
円
、
８
・
７
％
増

加
し
て
い
ま
す
。

　

歳
入
の
増
加
内
訳
は
、
保
険
税

が
１
・
４
％
増
、
国
庫
支
出
金
が

４
・
４
％
増
、
療
養
給
付
費
等
交

付
金
が
25
％
増
、
県
支
出
金
が
40

％
増
（
補
助
率
変
更
に
伴
う
増
を

含
む
）、
共
同
事
業
交
付
金
が
28
％

増
、
前
期
高
齢
者
交
付
金
が
３
％

増
で
す
。

　

歳
入
内
訳
は
、
国
庫
支
出
金
が

24
・
１
％
、
保
険
税
が
20
・
９
％
、

前
期
高
齢
者
交
付
金
が
19
・
８
％

を
占
め
て
い
ま
す
。

　

一
方
、
歳
出
の
増
加
内
訳
は
、

保
険
給
付
費
が
６
％
増
、
後
期
高

齢
者
支
援
金
が
18
％
増
、
介
護
納

付
金
が
19
％
増
、
共
同
事
業
拠
出

金
が
21
％
増
で
す
。

　

歳
出
内
訳
は
保
険
給
付
費
（
主

に
保
険
医
療
費
）
が
約
67
％
、
後

期
高
齢
者
支
援
金
が
12
・
８
％
で

全
体
の
約
８
割
を
占
め
て
い
ま
す
。

　

平
成
23
年
度
に
税
率
改
定
を
行

い
ま
し
た
が
、
医
療
費
は
依
然
と

し
て
増
加
し
て
お
り
、
医
療
費
の

伸
び
に
見
合
う
分
の
税
収
が
追
い

付
か
ず
、
国
保
財
政
は
大
変
厳
し

い
状
況
に
あ
り
ま
す
。

　

引
き
続
き
、
国
保
加
入
者
の
み

な
さ
ん
に
は
医
療
費
の
節
約
に
、

ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま

す
。

　

医
療
機
関
等
の
窓
口
で
保
険
証

を
提
示
し
て
医
療
を
受
け
た
と
き

に
支
払
う
金
額
は
、実
際
に
か
か
っ

た
医
療
費
の
１
〜
３
割
で
す
。
残

り
の
金
額
に
つ
い
て
は
、
約
半
分

は
国
・
県
が
負
担
（
退
職
国
保
は

除
く
）
し
、
残
り
半
分
は
保
険
税

で
賄
う
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

つ
ま
り
、
医
療
費
が
増
加
す
る

と
市
国
保
の
負
担
が
増
え
、
そ
の

負
担
を
賄
う
た
め
保
険
税
の
値
上

げ
が
必
要
に
な
っ
て
き
ま
す
。

　

健
全
な
国
保
財
政
の
運
営
を
図

る
た
め
、
医
療
費
の
節
約
に
努
め

る
こ
と
は
も
ち
ろ
ん
、
日
頃
か
ら

健
康
管
理
へ
の
意
識
を
高
め
ま
し
ょ

う
。

医
療
費
を
上
手
に
節
約
す
る

ポ
イ
ン
ト
〜「
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク

医
薬
品
」を
利
用
し
ま
し
ょ
う

　

ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
療
品
は
、
開

発
コ
ス
ト
が
か
か
ら
な
い
分
安
く

提
供
が
で
き
、
み
な
さ
ん
の
医
療

費
の
節
約
に
も
な
り
ま
す
。

　

特
に
、
高
血
圧
や
糖
尿
病
等
で

継
続
的
又
は
複
数
の
薬
を
服
用
し

て
い
る
人
は
、
薬
代
を
よ
り
節
約

で
き
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
ま
ず

は
医
師
、
薬
剤
師
に
相
談
し
、
上

手
に
利
用
し
ま
し
ょ
う
。

　

希
望
カ
ー
ド
は
、
保
険
証
更
新

時
に
世
帯
に
１
枚
同
封
し
ま
す
。

無
記
名
式
の
た
め
世
帯
内
で
利
用

可
能
で
す
が
、
必
要
な
場
合
は
保

険
課
（
市
役
所
１
階
）、
市
民
福

祉
課
（
総
合
支
所
１
階
）
で
配
布

し
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
市
国
保
加
入
者
で
、
現

在
使
用
中
の
薬
を
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク

医
薬
品
に
変
え
た
場
合
、
一
定
額

以
上
の
効
果
額
（
節
約
額
）
が
見

込
ま
れ
る
人
に
は
、
10
月
頃
を
目

途
に
家
庭
に
個
別
に
通
知
を
送
付

す
る
予
定
で
す
。

平
成
24
年
度
の
当
初
予
算
額

を
お
知
ら
せ
し
ま
す
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保
険
証
変
更
時
に
は
届
出
を

交
通
事
故
等
で
保
険
証
を
使
用

す
る
場
合
に
は
至
急
連
絡
を

非
自
発
的
失
業
者
の
国
民
健
康

保
険
税
が
軽
減
さ
れ
ま
す

《
郵
送
手
続
き
方
法
》

　

職
場
の
健
康
保
険
に
加
入
し
た

場
合
、
国
保
の
資
格
は
自
動
的
に

は
喪
失
と
な
ら
な
い
た
め
、
14
日

以
内
に
国
保
の
喪
失
の
届
出
（
保

険
証
の
返
還
）
を
市
役
所
に
す
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

し
か
し
、
実
際
に
は
職
場
か
ら

社
会
保
険
証
が
届
く
の
に
１
か
月

程
度
か
か
る
た
め
、
つ
い
手
続
き

を
忘
れ
て
し
ま
い
が
ち
で
す
。

　

社
会
保
険
に
加
入
し
て
い
る
に

も
関
わ
ら
ず
、
国
民
健
康
保
険
証

を
使
用
し
て
医
療
機
関
を
受
診
す

る
と
、
後
日
、
市
が
払
っ
た
医
療

費
（
一
部
負
担
金
以
外
の
費
用

‥

原
則
７
割
分
）
を
、
返
還
し
て
い

た
だ
き
、
後
日
、
自
分
で
社
会
保

険
に
請
求
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

ま
た
、
国
民
健
康
保
険
税
と
職
場

の
健
康
保
険
料
と
の
二
重
払
い
が

生
じ
て
し
ま
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

国
保
の
喪
失
手
続
き
は
、
郵
送

で
も
で
き
ま
す
の
で
、
で
き
る
だ

け
早
く
届
出
を
お
願
い
し
ま
す
。

　
「
国
民
健
康
保
険
証
の
原
本
」

と
「
社
会
保
険
証
の
コ
ピ
ー
」
を

同
封
し
、
コ
ピ
ー
の
余
白
に
「
平

日
窓
口
に
行
け
な
い
た
め
、
郵
送

手
続
き
を
依
頼
し
た
い
」
旨
と
昼

間
の
連
絡
先
、
住
所
、
氏
名
を
記

入
し
、
印
を
押
し
て
、
市
役
所
保

険
課
宛
に
送
付
し
て
く
だ
さ
い
。

　

10
月
１
日
か
ら
使
用
す
る
新
し

い
保
険
証
（
ピ
ン
ク
色
）
を
９
月

下
旬
に
「
簡
易
書
留
郵
便
」
で
送

付
し
ま
し
た
。

※
国
民
健
康
保
険
税
を
滞
納
し
て

い
る
一
部
の
世
帯
に
は
、
納
税
相

談
の
後
に
お
渡
し
し
ま
す
の
で
、

郵
送
は
し
て
い
ま
せ
ん
。

市では、国保加入者を対象に次の事業を行っています
人間ドック助成
対象　次の要件を全て満たす人（世帯）
①１年以上継続して国保に加入していること
②35歳以上の人
③保険税を完納していること
④市の特定健康診査を受診しない人
助成額　２万円
※人間ドック受検料が２万円以下の場合、助成額
は受検料と同額になります。

特定健康診査
　この健診は、『内臓脂肪症候群（メタボリックシ
ンドローム）』に着目したものです。対象者には毎
年、通知を発送しています。期間内に、必ず受診
しましょう。
対象　40歳以上の人
※ただし、妊娠中の人、施設入所者、長期入院患者、
人間ドック受検者（結果を提示した人）等は除き
ます。

出産育児一時金支給制度
　被保険者が出産した時、一児につき39万円（産
科医療補償制度加入医療機関で出産した場合42万
円）を支給しています。申請方法については、医
療機関などにご確認ください。
※他の社会保険等に１年以上加入の被保険者が退
職後６か月以内に出産し、その社会保険等から支
給される場合は国保からは支給されませんのでご
注意ください。

葬祭費支給制度
　被保険者が死亡した時、葬祭を行う人に５万円
を支給します。

～医療費が高額になったとき～
高額療養費
　同じ月内の医療費の自己負担額が高額になったとき、申請し
て認められると、限度額を超えた分が高額療養費として支給さ
れます。
　「70歳未満の人」と「70歳以上75歳未満の人」や「住民税課
税世帯の人」と「非課税世帯の人」等では、限度額が異なります。
　該当する人には申請のお知らせをします。お知らせ時期は、
早くても診療月の３か月後の月末となります。
入院・高額通院の場合
　１つの医療機関ごとの窓口負担は限度額までとなります。事
前に「限度額適用認定証」の交付を申請し、医療機関窓口に提
示してください。
　ただし、70歳以上75歳未満で住民税が課税されている世帯
の人は申請の必要はありません。
特定疾病の場合
　人工透析を必要とする慢性腎不全等で、長期にわたり、高額
な治療を必要とする特定疾病の人は、一つの医療機関ごとの窓
口負担は１万円（70歳未満の上位所得者は２万円）までとなり
ます。「特定疾病療養受療証」の交付を申請し、医療機関等窓口
に提示してください。
高額医療・高額介護合算療養費
　年間の医療費が高額になった世帯に介護保険の受給者がいる
場合、国民健康保険と介護保険の両方の自己負担を合算し、年
間の限度額を超えた場合は、申請して認められると、超えた分
が高額介護合算療養費として支給されます。
　申請のお知らせをする時期は、例年12月頃を予定しています。

　

交
通
事
故
等
、
第
三
者
か
ら
受

け
た
け
が
や
病
気
な
ど
で
国
保
の

保
険
証
を
利
用
す
る
場
合
、市（
国

保
）
で
は
加
害
者
等
へ
の
求
償
の

手
続
き
が
あ
り
ま
す
の
で
、
至
急

保
険
課
に
届
出
を
お
願
い
し
ま
す
。

　

な
お
、
仕
事
中
や
通
勤
中
の
け

が
で
労
災
が
適
用
に
な
る
場
合
に

は
、
国
民
健
康
保
険
証
は
使
用
で

き
ま
せ
ん
。

　

倒
産
・
解
雇
な
ど
で
離
職
し
た

人
（
特
定
受
給
資
格
者
）
や
雇
い

止
め
な
ど
で
離
職
し
た
人
（
特
定

理
由
離
職
者
）
は
、
保
険
課
に
申

告
を
す
る
こ
と
に
よ
り
国
民
健
康

保
険
税
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

新
し
い
保
険
証
は

届
き
ま
し
た
か
？


